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汚水処理施設の効率的な整備
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〇 地方公共団体は、下水道、農業集落排水施設、浄化槽の特性、経済性、地域の実情等を勘案して、最適な整
備手法を「都道府県構想」としてとりまとめ、整備を推進。

○ 令和元年度末までに４７都道府県で構想見直しが完了。全国的に下水道計画区域が縮小し、浄化槽区域へ
転換している。

計画区域の見直しイメージ

農村部の集落は
「農業集落排水施設」

で整備

人家のまばらな周辺部は
「浄化槽」で整備

中心部は
「下水道」で整備 1



○ 公共用水域の水質汚濁は、一般に流域内の複数の自治体から放流する汚水に起因する場合も多く、水
域の水質保全を効果的に推進するためには、流域内の各下水道事業を相互に関連付け、流域全体で汚
濁負荷量の削減に取り組む必要がある。

〇 このため、都道府県が主体となり、流域内における下水道の処理区域や根幹的施設の配置、下水道整
備事業の実施の順位等を定める流域別下水道整備総合計画を策定し、下水道整備を推進することとし
ている。

【削減目標量設定のイメージ】

【流域別下水道整備総合計画 概念図】

流域別下水道整備総合計画の概要
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○ 流域別下水道整備総合計画の策定対象流域は、全国
で151流域あり、このうち、147流域（97％）の策定
が完了。（R5年度末時点）

〇 また、全151流域のうち、窒素・りんの水質環境基準
が定められた閉鎖性水域に係る流総計画は、81流域
（54％）。

147計画策定済・変更済
40計画うち変更中
4計画策定中

151計画全国計

81計画NP基準が定められた閉鎖性水域にかかる流総計画
79計画うち策定済みの計画

策定中
変更中
策定済・変更済
TP-TN対象流域

【流域別下水道整備総合計画の策定状況】

流域別下水道整備総合計画の策定状況
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水質改善対策

下水道整備の推進

汚水を適切に処理することで、河川、海
域等の水質を保全

【北九州市の紫川における事例】

下水道普及前（昭和５０年代前半）

下水道普及後（平成27年）

高度処理

東京湾等の閉鎖性水域においては依然と
して赤潮や青潮が発生していることから
、公共用水域の水質保全に向けて、既存
施設を活用した段階的な高度処理の導入
等を推進

千葉県幕張沖に発生した青潮（H29.7.29)

合流改善

合流式下水道における雨天時の未処理下
水の放流による水質汚染を防ぐため、合
流式下水道の改善を推進

【未処理下水の放流状況（神田川）】

お台場漂着した
オイルボール

〇 公共用水域の水質保全に向けて、高度処理及び合流式下水道の改善等による事業を着実に推進。

※良好な水環境創出のための高度処理実施率（％）
＝高度処理が実施されている区域内人口／

高度の処理を導入すべき処理場に係る区域内人口

高
度
処
理
実
施
率
（
％
）

年度
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下水道整備の進捗状況
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○総人口に対し、汚水処理人口普及率93.3％、下水処理人口普及率81.4％、高度処理人口普及
率 38.８％（令和5年度）である。

○高度処理計画人口（高度処理を実施すべき処理場の区域内人口）は、全国で約7,400万人（総人
口の約59％）であり、これに対する高度処理実施率は65.7％（令和5年度）である。

汚水処理人口普及率（％）＝汚水処理人口（下水道、集落排水、浄化槽等）/総人口
下水処理人口普及率（％）＝下水処理人口／総人口
高度処理人口普及率（％）＝高度処理人口／総人口

93.3

81.4

38.8



■窒素除去法

○ 下水道の高度処理とは、栄養塩類（窒素・りん）、有機物、浮遊物等を除去対象物質として、通常の有機物
除去を主とした二次処理で得られる処理水質以上の水質を得る目的で行う処理のこと。それぞれの除
去対象物質に対して様々な処理方法がある。

■二次処理【標準活性汚泥法】

・アンモニア性窒素が、好気状態で硝化菌により硝酸態

窒素に硝化され、無酸素状態で脱窒菌により脱窒（還元）

される生物反応を利用

・好気→無酸素槽へ循環させることで窒素除去が可能

・嫌気状態ではリン酸を放出するものの、好気状態で放

出した以上にリン酸を過剰摂取する脱リン菌の生物反応

を利用

・嫌気→好気槽を通すことでリン除去が可能

■りん除去法

■窒素・りん同時除去法
最初
沈殿池

NO3
-

PO4
3-

脱リン菌

PO4
3-

N2

N2 窒素ガス

脱窒菌

PO4
3-P

脱リン菌

P

O2

NH4
+

NO3
-

硝化菌

最終
沈殿池

無酸素槽嫌気槽 好気槽

O2

返送汚泥

■高度処理【嫌気無酸素好気法（Ａ２Ｏ法】

■その他

・上記プロセスの組み合わせ

・ろ過法、活性炭吸着法、オゾン酸化法、膜処理 等

下水道の高度処理
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ハード・ソフト両面からの対策

H13～15年 H16～20年 H21～25年 H26～30年 R1～3年

※年平均値

合流式下水道の改善に向けたこれまでの取組

合流式下水道の特徴

■ 早くから下水道整備を進めてきた大都市を中心に全国１９１都市で採用

■ 一方、雨天時に汚水の一部が河川等に放出され水質汚濁や悪臭が発生

オイルボールの漂着

汚水と雨水を同じ
下水道管で流す方式

雨天時の放流状況

合流式下水道緊急改善事業（H14～R5年度）

1）汚濁負荷量の削減 → 分流式下水道並に改善

2）きょう雑物の削減（スクリーンの設置等）

→ オイルボールやごみなどの流出を防止

令和５年度までの当面の目標：

お台場のオイルボールの漂着量

〇 平成１２年にお台場へのオイルボールの漂着等が社会問題化したことを受け、国土交通省では、下水道法施行令を改正するとともに、

合流式下水道緊急改善事業を創設し、緊急的かつ集中的に合流式下水道の改善対策を推進。

→令和５年度末に全ての都市で下水道法施行令で定められた改善対策が完了

■ 都市の生活環境の改善や公共用水域の水質改善等に大きく貢献

平成25年組都市

平成25年組流域下水道

令和5年組都市

令和5年組流域下水道

【合流式下水道の実施都市】

対策期限：原則10年（平成25年組）
処理区域の面積が大きい場合は20年（令和5年組）
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合流式下水道の改善に向けた今後の取組

■特定水域合流式下水道改善事業の創設
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○ 閉鎖性水域では、依然として水質の保全が必要な水域が存在する一方、例えば、瀬戸内海には海中の栄養
塩類のバランスが損なわれノリの色落ち等の障害が発生している海域が存在している。

○ 生物多様性の確保及び水産資源の持続的な利用の観点から「きれいな」だけではなく「豊かな」水環境を
求めるニーズが高まってきている。

出典：環境省の動向紹介～瀬戸内海における今後の環境保全方策～
【瀬戸内海の環境保全に係る課題】

9

豊かな海の実現に対するニーズ

栄養分のない海域で生
長したノリは重要な品
質の一つである「黒
み」がなくなり、著し
く商品価値が低下する。

出典：第１回水環境マネジメント検討会/H24.8.16
資料４ 兵庫県提出資料,P.7



下水道処理場における栄養塩類の能動的運転管理について

栄養塩類の能動的運転管理（イメージ）

月

栄
養
塩
類
の
放
流
濃
度

栄養塩類増加運転通常運転

計画処理水質（年平均値）

放流水質

ノリの養殖時期など目的に応じた時期において、
栄養塩類の放流濃度を高い水準に維持

栄養塩類の放流濃度を
低い水準に維持

栄養塩類の能動的運転管理における
栄養塩類の放流濃度の考え方

○下水道処理場における栄養塩類の能動的運転管理とは、豊かな海の再生や、生物の多様性の保全に向け、
近傍海域の水質環境基準の達成・維持などを前提に、関係機関等の要望に基づき、冬期に下水放流水に含
まれる栄養塩類の濃度を上げることで不足する窒素やリンを供給するもの。

○国土交通省では、下水処理場における栄養塩類の能動的運転管理を推進するため、平成２７年に下水道法
施行規則を改正するとともに流域別下水道整備総合計画（流総計画）の指針を改訂し、海域の栄養塩類のバ
ランスを取る必要がある場合等において、季節別の処理水質の設定を可能とした。

〇 国土交通省では、令和３年から有識者委員会を開催し、能動的運転管理を実施する際に留意すべき事項等
をとりまとめた「栄養塩類の能動的運転管理の効果的な実施に向けたガイドライン（案）」を令和５年３月に公
表した。

10
※栄養塩類の能動的運転管理は、その周辺環境への影響が未だ明らかになっていないことが多いため、
関係部局と適切な役割分担に基づきモニタリング等を行いつつ、地域の実情等を十分に勘案して実施する。
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栄養塩類の能動的運転管理の導入の状況

〇 伊勢湾・瀬戸内海・有明海を中心に令和５年度末時点で全国４１都市、６７処理場で試運転・試行等
が行われている。

番号 自治体名 処理場名

1 矢作川浄化センター
2 豊川浄化センター
3 日光川下流浄化センター
4 愛知県蒲郡市 蒲郡市下水道浄化センター
5 愛知県常滑市 常滑浄化センター
6 愛知県東海市 東海市浄化センター
7 愛知県知多市 南部浄化センター
8 愛知県田原市 渥美浄化センター
9 北部浄化センター
10 南部浄化センター
11 雲出川左岸浄化センター
12 松坂浄化センター
13 宮川浄化センター
61 三重県四日市市 日永浄化センター
62 三重県桑名市 長島浄化センター
14 加古川下流浄化センター
15 揖保川浄化センター
16 兵庫県神戸市 垂水処理場
17 中部析水苑(中部終末処理場)
18 東部析水苑(東部終末処理場)
19 大的析水苑(大塩終末処理場)
20 家島浄化センター
21 二見浄化センター
22 朝霧浄化センター
23 船上浄化センター
24 大久保浄化センター
25 洲本環境センター
26 五色浄化センター
27 兵庫県相生市 相生下水管理センター
28 赤穂下水管理センター
29 福浦下水処理場
30 高砂浄化センター
31 伊保浄化センター
32 阿万浄化センター
33 津井浄化センター
34 福良浄化センター
35 松帆・湊浄化センター
36 灘浄化センター
37 淡路・東浦浄化センター
38 津名浄化センター
39 北淡浄化センター
40 一宮浄化センター
41 兵庫県たつの市 室津浄化センター

愛知県

兵庫県

兵庫県姫路市

兵庫県明石市

三重県

兵庫県洲本市

兵庫県赤穂市

兵庫県高砂市

兵庫県南あわじ市

兵庫県淡路市

番号 自治体名 処理場名

42 岡山県岡山市 岡東浄化センター
63 広島県呉市 広浄化センター
43 広島県福山市 松永浄化センター
64 広島県廿日市市 廿日市浄化センター
44 徳島県 旧吉野川浄化センター
45 大束川浄化センター
46 金倉川浄化センター
47 香川県高松市 香東川浄化センター
48 香川県さぬき市 鴨部川浄化センター
49 香川県東かがわ市 三本松浄化センター
65 愛媛県今治市 宮浦浄化センター
50 西条浄化センター
51 東予・丹原浄化センター
52 福岡県福岡市 西部水処理センター
53 北部浄化センター
54 南部浄化センター
55 福岡県柳川市 柳川浄化センター
66 福岡県築上町 築城浄化センター
56 佐賀県佐賀市 佐賀市下水浄化センター
57 佐賀県鹿島市 鹿島市浄化センター
58 熊本県熊本市 西部浄化センター
59 熊本県荒尾市 荒尾市大島浄化センター
67 熊本県八代市 八代市水処理センター
60 大分県中津市 中津終末処理場

香川県

愛媛県西条市

福岡県大牟田市

能動的運転管理（既公表数）の推移

※R元年度以後は、「通年増加運転管理」の下水処理場を含む
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◆試運転：一部の系列、又は全系列を対象に試験的に運転操作を能動的運転管理に切替え、運転上の課題を

把握するとともに、他系列を含めて安定的な運転が可能か点検している段階をいう。

◆試 行：試運転を数カ年にわたって試行錯誤しながら安定的に運転し、より効果的な運転を目指している

段階をいう。

◆本運用：試行と同様の運転を継続し、かつ季節別処理水質を流総計画の計画書に位置付け、長期的な運用を

図る段階をいう。



戦略的な水環境管理のあり方検討会
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○ 生物多様性の保全や持続可能な水産資源を育める豊かな海等、水環境に対する新たなニーズの高まり
に加え、人口減少社会や脱炭素社会への貢献等、下水道における水環境施策は大きな転換期に直面。

〇 このような地域のニーズ、社会情勢の変化等の多様な評価軸を踏まえ、持続的発展が可能な水環境の
創出に貢献するため、下水道管理者が流域関係者と連携して下水道施策を実行する、戦略的な水質管
理を推進する。

公共用水域の
水質保全

社会情勢の変化
への対応

新たなニーズ
への対応

・脱炭素

・持続可能な資源管理

・人口減少 など

・生物多様性の保全

・豊かな海

・水辺利用 など

・流域別下水道整備総合計画

・高度処理の推進 など

水質と
エネルギーの両立

水質改善の推進
ニーズに応じた
放流水質の管理

水域毎のニーズ等に応じた
水質管理を推進

流域関係者 下水道管理者

朝日 ちさと 東京都立大学都市環境学部都市政策科学科 教授
伊藤 晃彦 兵庫県土木部下水道課長
江口 和宏 佐賀市上下水道局下水プロジェクト推進部下水道施設課長
島田 卓 大阪市建設局下水道部下水道資源循環課長
紫牟田 伸子 株式会社Future Research Institute 代表取締役社長

◎田中 宏明 京都大学 名誉教授 ・ 信州大学工学部 特任教授
中島 典之 東京大学環境安全研究センター 教授
西山 達也 東京都下水道局計画調整部計画課長
丹羽 晴紀 名古屋市上下水道局技術本部計画部担当課長（流域管理）
藤原 拓 京都大学大学院地球環境学堂 教授
森田 浩正 株式会社Mizkan Partners 広報部ミツカン水の文化センター長

検討委員会委員 ◎座長（敬称略、五十音順）

主な論点

■ 栄養塩類の能動的運転管理を踏まえた
計画放流水質の柔軟な運用について

■ 流域別下水道整備総合計画の今後の
あり方について


